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1． は じ め に

　電源開発   に よ る奥 只 見 ・大鳥発 電 所増 設 工 事 （以 下

「増設 工 事」 とい う） は，福 島県 と新潟県の 県境を流れ

る 只 見川 の 最上 流部 に 位置す る既設 の奥只 見ダム お よ び

大鳥ダム に 貯え られ た 水を 利用 して ， 新 た に 発電設備を

増設 し，ピー
ク 対応供給力 として 合計28万 7 千 kW の

出力増強 を 図 る こ とを 目的 と した もの で あ る。こ の 増設

工 事 は 平 成 11年 7月 に 本格着 工 し，平成15年 6 月 の 運

転開始を予定 して い る 。 図一 1に増設工 事 の 位置 を 示す。

　増設 工 事 が行 わ れて い る 地点は 越後三 山只見国 定公園

内 に位置 し，国の 天然記念物 イ ヌ ワシ が生 息 す る な ど豊

か な 自然環 境 に あ る。こ の よ うな 地域で 増設 工 事を 行 う

に 当た っ て は 「開発 と 自然保護との 共存」 を課題 と して ，

徹底的 な環境管理 が 求め ら れ る 中で ，環境保全 に 向けた

取組 み を積極的 に 行 っ て い る。
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2． 環境 マ ネジ メ ン トシ ス テムの導入

　2．1 導入の 背景と 目的

　増設工 事 を 行 う場所 は前述の よ うに イ ヌ ワ シ な どの希

少猛禽類が生息す る 自然豊 か な 地 域 に あ る。した が っ て ，

こ の 自然環境 を い か に 保全 しなが ら工 事 を進 め るか と い

うこ とが最大 の 課題 で あ っ た 。 そ こ で奥只 見
・
大鳥増設

建設所 （以 下 「建設所 」 とい う）で は，こ の課題 に 取 り

組むた め ， 環境影響評価 に基 づ く様々 な環境保全対策を

工 事計画 に反映 さ せ る と と もに ，そ の 対策 を体系的か つ

確実 に 行 うた め の ッ
ー

ル と して 環境マ ネ ジ メ ン トシ ス

テ 　ム　 （Environmental 　Management 　System ： 以　下

「EMS 」 とい う）を構築 した。そ して，平成 11年 9 月 に

EMS の 国 際規格 で あ る ISO14001 の 認証 を 国内の 建設

機関 と して初め て 取得 して い る。

　当建設所 が EMS （ISO14001 ） を 導 入 し た 目的 は 次

4

の 3 点 に集約 さ れ る 。

（1） 環境保全意識の 高揚

　EMS の 教 育 訓 練 を 通 じて，当 建 設 所 の 所 員 や 工 事関

係者 に 対 す る 環境保全 の 重要性 や 遵法事項を自覚 させ る

な ど して，環境保全意識 の高揚 を図 る こ と。

  　環境管理 レベ ル の継続的な 向上

　環覧 目的 ・目標 を設定 し，そ れ を達成 させ る た め の 環

境 マ ネ ジ メ ン トプ ロ グ ラ ム （環境保全 対策 や モ ニ タ リソ

グを体系的 に 手 順 化）を 明確 に して ，環境管理 レ ベ ル を

継続的 に 向上 させ る こ と。

（3） 環境保全へ の 取組 み を社内外 に宣言

　社 内外 に 環境保全 へ の 取組 み を 宣 言 す る こ とに よ り，

甘 え を な くして 自 らの責務 を 明らか に す る こ と。

　 2，2EMS の 概要

　EMS は建設所長が環境保全 に取 り組む意図 と原則を

社 内外 に 表 明 し た 「環境方 針」 に 基 づ き ，「計 画

（Plan）」，「実施 （Do ）」，「点検 （Check）」，「見直 し

（Action）」，の い わ ゆ る PDCA サ イ クル を 繰 り返 す こ と

で，増設工 事 に 伴う環境負荷を継続的 に軽減す る もの で

あ る。

　計画 （Plan）：増設工 事 に 伴 う環境影響要素 を 特定す

る と と もに，法 的遵守事項 を踏 ま え，環境負荷軽減 の た

め の 目的
・
目標 を定めて具体的な 環境管 理 プロ グラ ム を

策定す る。環境管理 プロ グ ラム は 「対策」 と 「モ ニ タ リ

ソ グ 」 の 2本柱 で 構成 さ れ て お り，対策 が 有効 に 機能

して い る か ど うか を モ ニ タ リソ グ し，管 理 基準 に照 ら し

な が ら適宜 ，対策 に フ ィ
ードバ ッ ク で き る シ ス テ ム で あ

る。

　実施 （Do）：EMS を運用維持す る た め の 体制 ， 教育 ，

情報管理 （環境 コ ミ ュ
ニ ケ

ー
シ ョ ン を含む），環境管理

の た め の具 体的 な実行 手 順 を 明 確 に す る。

　点検 （Check）：環境管理 の 有効性 を 確認す る た めの

モ ニ タ リン グお よ び 内部環境監査 を行 う。

　見直 し （Action）：建設所長 は ，
　 EMS の 運用実績 と

内部環鏡監査結果 の 報告を受け て，必 要 に 応 じて EMS

の 見 直 し方 針 を示 す 。

（1） 環境影響評価

　増設工 事 に か か わ る環境影響評価は ， 資源 エ ネ ル ギー

庁 が 定 め た 要綱 （昭和 54年） に 則 り実施 し，環境影響

調査結果 を 踏 ま え て，環境側面 （工 種）毎 に管理 す べ き

環境 影 響要 素 と して 水 質，騒音
・
振動，色 彩

・
照明，建

設副産物 を 特定 した。
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（2） 環境管理体制

　当建設 所 の 所 員は 総勢 36名 （平成ユ3年 3 月末 日現在）

で あ るが ， 増設工 事 の 最盛期 に は工事現場 で約480名の

工 事関係者が従事す る 。 増設 工 事 に お け る 環境管理 は，

建設所員の み な ら ず 多 くの 工 事関係者 が 協 力 して EMS

を運用維持す る必 要 が あ る 。 そ の た め ， 図
一 2に示す よ

うな 環境管理体制 を構築 し，建設所員ならび に工 事業者

が密接に 連係 して環境保全活動 に取り組 ん で い る。

奥只見
・
大鳥 増設超設所

　 （EMS 組織）

　 　 累境方釧

建設所長 → 環境管埋責任者
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内部環境監査員

　 港示 ．要請等　　　　　 協力会社

　 　 　 　 　 　 　 （工事関係者〕

厘
　 　 　 　 　 　 　 ●　 共同企業 体

■環 境管理業務手順書

● 景観保全管理

● 水 質管理

● 貴 重烏類モニ列ンク
’

● 騒 音振動管理

● 建設副産物管理

■協 力会社要請等計画 書

■環境 パ トロ
ー

ル

■環境 管理活動表彰

■環嶢 保全等委員会

●　 施
一
［会社

●　 受託会社

図
一2　 EMS 環境 管理 体制

（3） 環境管理 シ ス テ ム 文書

　ISO14001 の 規格に 則 した 環境管理 シ ス テ ム 文書類を

整備 して い る。

（4） 環境教育

　建設保全へ の 取組 み の 第
一

歩 は 「意識 レ ベ ル 」 の 改革

で あ り，建 設 所 員 お よ び工 事関係 者 の
一人 ひ と りが 環境

保全 の重要性 に つ い て 深 く自覚 し得 る こ とを 目的 と した

環境教育を行っ て い る 。

（5） 環境 コ ミ ュ ニ ケー
シ ョ ソ

　 1）　 工 事関 係 者 との コ ミ ュ ニ ケー
シ ョ ン

　建設所員 お よび工 事関係者 （現場責任者）で 構成され

る 「環境保 全 等委員会」 を設置 して毎 月 1 回 の 頻度 で，

環境保全に 関す る意 見交換 と と もに，随時行わ れ る環境

パ トロ
ー

ル の 結果報告等を行 っ て い る 。 ま た，工事関係

者 が行 う環境保全 活動 に 対 す る表彰制度を 設け て，環境

保全 へ の取組み に対 す る イ ン セ ン テ ィ ブを与えて い る 。

　2） 外部 との コ ミ ュ ニ ケー
シ ョ ン

　増設工 事を円滑 に進め る た め に，説明責任 （アカ ウ ン

タ ビ リテ ィ
ー）を果 た す べ く外部 に 対 して 以 下の と お り

積極的なコ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン を 図 っ て い る 。

　  関係行政機関 に対 して 法令や許認可条件等に 基づ

　　く報告を定期的 に行 う と と もに，適宜 協議を行 っ て

　　 い る 。

　  報道機関 に 対 して 希少猛禽類 の繁殖状況や工 事の

　　進捗状況 な どに 関す る情報 を提供 す る と ともに ， 記

　　者会見 に よ り正 しい 理解を求め て い る。

　  ホ
ー

ム ペ
ー

ジ （http：〃www ．epdc ．co．jp！okudaif ）

　　を開設 し，増設工 事 や 環境保全 に 関す る 情報を 公開

　 　 して い る。

　  環境保全 へ の 取 り組 み 実績な どを取 りま と め た

　　「環境報告書」 を作成 し，ホーム ペ ー
ジ及 び冊子等

　　で 公開して お り，読者 か らの 質問等 を 受け 付け て い

　 　 る。
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  増設 工 事 に 関心 の あ る方 々 か らの 申入 れ等に つ い

　て は コ ミ ュ ニ ケー
シ ョ ン の

一
環 と して 誠実に 対応 し

　て い る。

3． 環境保全対策の 一例

　 3、1　 自然生態系保全

　 工 事地 点 は，尾瀬を源流 とす る只 見川 を挟んで 渓谷地

形 を な し，そ の 周囲 に は 標高 1200〜1500m 級 の 山 々

が 分布す る 日本有数の豪雪 地 帯で あ る。
一

帯の 植生 は ブ

ナ群 集 か らな る天 然 林 で あ り，植生 自然度 は 最高 ラ ソ ク

に位置付けされて い る 。
こ の よ うな 地 形 お よび植生 環境

の 中で ， イ ヌ ワ シ 等の 希少猛禽類の 営巣が確認 されて い

る。その 地域 の 生態系 （食物連鎖）の 頂 点 に 位置す る 希

少 猛 禽類 が 今後 と も生 存 し続 け て い くた め に は ，餌動物

が 維持され る な ど地域 全 体 の 自然 が保全 さ れ な け れ ば な

ら な い
。 そ こで ，EMS に お け る環境 目的 の

一
つ と して

「自然生態系保全」 を掲げ，以下の 環境 目標 を 設定 し，

環境保全 に取 り組 ん で い る 。

（1） 工 事期間の 制限

　 イ ヌ ワ シ 保護の た め に ， イ ヌ ワ シ の 営巣期 （11月〜

翌 年 6 月） に は 営巣地 か ら 12   4）範囲内で の 地上 部

の 工 事を休止 して い る 。 こ れ は イ ヌ ワ シ が繁殖活動 を行

う重要 な時期 に 工 事 の 影響を極力避 け る よ う配 慮 した も

の で あ る。

（2） 騒音
・
振動対策

　工 事 に伴 う騒音 ・振動が事前の 予 測値に 基づ く自主 管

理 基準を越 え な い よ う 以 下の 対策 を講 じて 管理 す る。

　  発破 に よ る騒 音 ・振 動 を小 さ くす る た め 発 破 方法

　　 を 工 夫 す る （NONEL に よ る段発発破等） とともに，

　　坑 口 部 に 防音扉を設置 して い る 。

　  工 事用機械 は 極 力低騒音仕様の もの を採用 して い

　 　 る。

　  定 置 式 コ ン ク リー ト製造設備 お よ び骨材製造設備

　　は建屋 内に 収納 して遮音性 を高 め て い る 。

　  工事用 車両 に ア イ ドリ ン グ ス トッ プ，速度制限，

　　通行間隔 の 確保な どを課 し，騒音軽減 に努め て い る 。

（3） 照 明 ・色 彩対 策

　夜間照 明 お よ び設備の 外観色彩 に 関 して，動植物 へ の

影響が小 さ くな る よ う に 以下 の 対策を講 じて い る 。

　  　照明範囲は ， 工 事安全上 必要最小限 とし，使用す

　　る照明は昆虫や植物 に影響の 少な い 高圧 ナ トリ ウ ム

　　 ラ ン プ を採 用 して い る。

　  仮設備 や 工 事用 機械の外観色 彩は ， 鳥の 警戒色

　　 （赤，黄 色 ） を避 け る よ う配慮 して い る。

　 3．2 建設副産物の 有効利用

　増設工 事 に 伴 っ て発生 す る 建設副 産物は ， 建設発生土

（地 下 発 電 所 や水 路 トン ネル の 掘削岩），建設汚泥 （骨材

製造設備 や濁水処理 設備で発生 す る脱水 ケー
キ） が あり，

こ れ ら につ い て は 環境 目標を以下の ように設定 し有効利

用を図る こ と として い る。

（D　建設発生 土 の 有効利 用

　増設 工 事 に 伴 い 発生 す る 約 35万 m3 （地 山量 ）の 掘削

5
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岩は，そ の 20％を コ ン ク リ
ー

ト骨材 として 有効利用 し，

残 量 は新設 す る埋 立 て 造成 地 の 盛土材とす る計画 で あ る。

表
一 1に 掘削岩有効利用の 実績 と今後 の 計画を 示 す。

  　建設 汚 泥 の 有効 利 用

　建設 汚泥 （脱 水 ケ ーキ ） は ，そ の 50％ を有機 肥 料 と

混合 して 有機土壌化 し，新設 す る埋め立 て造成地等 の 緑

化基盤材 と して 有効利用 す る計画 で あ る 。 表一 2 に建設

汚泥有機土壌化 の 実績 と今後 の計画を示 す。

表
一 1　 掘削岩有効利用 の 実績 お よび 今後の 計画

発生 量
累計

骨谿
用

　 利 騨

平成11年度 （実績） 294300t1   400t 　　　 4％

平成12年度 （実績） 7414   Ot57200t 8％

平成13年度 （計画）　　 842400t1506GOt 18％

平 成14年度 （計画）　 　 846500t177300t21 ％

表一2　建設 汚泥土 壌化の 実績 お よ び 今後 の 計画

響 　 　鼎 　 　躔 佛

平成 11年度 （実績 ） 2000n ユ
」 Om3 　 　　 0％

平成 12年度 （実績） 7200m32800m339 ％

平成13年度 （計画 ） 18000m36700m337 ％

平成14年度 （計画 ） 21500m3 　　 10600 　m349 ％

平 成 15年度 （計画 ） 21500m3 　　 12200　m357 ％

　3．3　湿地環境 の 保全 と復元

　増設工 事 に よ っ て発生する掘削岩で 埋め立 て られる造

成 地 に は湿 地 （以下 「現存湿 地 」 とい う）が あ り，事前

の 環境調査 で ミツ ガ シ ワ，ミズ ドク サ 等 の 水生植物 お よ

びオ ゼ イ ト トン ボ，ム ツ ア カ ネ等の トソ ボ類の 生息す る

生物空間 （ビオ ト
ー

プ）が形成され て い る こ とが 確認さ

れ た。この 現存 湿地 は 造成 工 事の 進捗に よ り最終的 に は

消滅す る こ と とな る。そ の た め現存湿地 に 生 息す る 水生

植物 お よび トン ボ 類を 保全 す る こ とを 目的 に，現存湿 地

を
一

定期間保存 しつ つ 隣接する別 の 場所 に 湿地環境 を 速

や か に復元 さ せ る （以 下 「復元 湿地 」 とい う） こ と と し

た。

　 こ の取組 み は EMS に お け る 環境 目的 の 「自然生態系

保全」 の
一

環 を な し，ミ テ ィ ゲー
シ ョ ン で い う 「代償措

置」 に該当す る もの で あ る。図
一 3に 復元湿地を示す。

（1）湿 地環境復元の 手順

　湿地環境復元は専門家の 指導お よび助言を得なが ら以

下 の 手 順 で 行 っ て い る。

図
一3　 復 元湿地 （平成12年 9 月 撮 影）

　  保全対象種を選定 し，そ の 生育環境 に 関 す る情報

　　 を文献資料 お よ び環境調査等 に よ り収集把握す る。

　  　保全対象種の 生育環境に適合 しな い 場 所 を先行埋

　　立 て 区域 と して最初に 埋立て 造成 を行 い ，その 上 に

　　復 元 湿 地 を早 期 に整備 す る。復 元 湿 地 の 基盤 は透 水

　　性 の大 きい 掘削岩 で あ る こ とか ら，短期間の 工 期 で

　　確実な 遮水 性能を得る た め，ポ リエ チ レン 性の 防水

　　 シ
ー

トを敷設 す る遮水型構造 と した。図
一 4 に復元

　　湿 地 の 構造 を示 す。

　  　保 全 対象種 の 生 育環境 に 適合 す る場 所 （現 存 湿 地 ）

　　 を保存区域 と して，工 事期間中で きる だけ長期間に

　　わた っ て生育環境 を維持す る 。 現存湿 地 と復元 湿地

　　が並存する期間は約21箇月 で あ り，保全対象種 の生

　　活 史が 2 サ イ ク ル 繰 り返 す こ とを 可 能 と した 。

　  現存湿地 か ら復 元 湿地へ 徐 々 に 植生移植等を行 い ，

　　動物 （トン ボ類）の 自然誘導を 図る 。

　  　最終的 に 現存湿地は 消滅す る が，その と きま で に

　　現存湿地 と同様 の 生態系 を復元 湿地 へ 移行 さ せ る。

  　モ ニ タ リ ソ グ

　平 成 12年度ま で の モ ニ タ リ ン グ結果で は ，復元 湿地

で の 水生植物 の 活着状況お よ び トン ボ類 の 自然誘導 は順

調 に推移 して い る こ とが確認されて おり，今後 とも引き

続 きモ ニ タ リ ン グ を 継続す る 予定 で ある 。

4．　 お わ り に

　環境保全 に対 す る意識が 社会的に 高ま っ て い る 中 ， 本

増設工 事 に お い て も 「開発 と自然保護 との 共存」 を最大

の課題 と して 環境保全 に 取 り組 ん で い る 。

　 こ の 課題 の解決 に 向け て ，環境管理 シ ス テ ム は 大変有

効な ッ
ー

ル で あ る こ とを我 々 は 実感 す る と と もに ， 継続

的な 環境負荷軽減に 向け て 今後 も環境保全 に取 り組んで

行 き た い と考え て い る。

　最後 に環境保全対策 に関 して 常 日 頃 ご指導 い た だ い て

い る 学識経験 者 や 専門家 の 方 々
， な ら び に 環境管理

（EMS ）に 多大な る 協力をい ただ い て い る工 事関係者 に

対 して厚 く感謝の 意 を表しま す 。
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